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COP29の重要なモーメント

日本のNDCの議論

日本が目指すべき野心



イギリスNDCの発表
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COP29におけるキーモーメント

気候変動委員会（CCC）
● 2008年の気候変動法に基づいて設⽴された独

⽴した法定機関で、英国および地⽅政府に排
出⽬標について助⾔し、温室効果ガスの排出
削減と気候変動の影響への備えと適応の進捗
状況を議会に報告することが主な⽬的

● 政府はこの報告書に対する返答を議会に提出
する義務がある。



UAEによるNDCの発表（2035年）
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COP29におけるキーモーメント

UAEは、2035年までに温室効果ガス（GHG）排出量を
2019年の196.3 MtCO2eから47％削減することを約束



ブラジルによるNDCの発表
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COP29におけるキーモーメント

ブラジルは、2035年までに排出量を2005年⽐で
59％から67％削減するという新たな公約を発表。
絶対量では、この⽬標は2035年までに⼆酸化炭素
換算で8億5,000万トンから10億5,000万トンの削
減に相当。



2023/10/12 エネ基の政策決定者へのエンゲージメント「市民団体による政策決定者への働きかけとは」
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日本のNDCの議論



浅尾環境⼤⾂による発⾔
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⽇本のNDCの議論

昨年のCOP28における第1回グローバル‧ストックテイクの決定では、パリ協
定の1.5度⽬標との整合性を確保するためには、この決定的な10年間における
世界的な⾏動が極めて重要であることが明確にされた。同時に、同決定は、
緩和、適応、実施⼿段について、締約国が取るべき具体的なグローバル⾏動
を明確に指摘した。⽇本は、この決定の重要性に鑑み、既に⾏動を起こして
いる。

緩和策に関して、昨年のグローバルストックテイクの決定を踏まえ、⽇本は
全ての締約国に対し、1.5度⽬標に整合的で最新の科学に基づいた、全ての温
室効果ガス‧部⾨‧カテゴリーを含む経済全体での排出削減⽬標を設定する
よう求める。また、主要経済国に対して、絶対的な排出削減⽬標の設定を求
める。さらに、グローバルストックテイクの決定の緩和部分のフォローアッ
プを含む緩和への取り組みを進めるための⼒強いメッセージを含めることが
不可⽋であることを強調する。
⽇本は、現⾏のNDC及び2050年のカーボンニュートラルに沿って、温室効果
ガスの排出削減の取り組みを継続している。また、各国の状況に応じた様々
な道筋を通じて、脱炭素化、経済成⻑、エネルギー安全保障を同時に実現し
ながら、共通のカーボンニュートラル⽬標を⽬指すよう締約国に呼びかけて
いる。⽇本は、産業構造、産業⽴地、エネルギー供給、市場創造を包括的に
議論した上で、直ちに「GX 2040ビジョン」を策定する。来年2⽉までに、1.5
度⽬標と整合的で野⼼的な次期NDCの提出に向けて取り組みを加速する。



⽇本政府が使うレトリック
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⽇本のNDCの議論
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1.5度よりネットゼロの方難しい

世界はオフトラックだが、日本はオントラック

日本は3%だから、他国がやらないと意味がない。



『2035年までに60%削減、 2013年から直線』の真実
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⽇本のNDCの議論



『2035年までに60%削減、 2013年から直線』の真実
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⽇本のNDCの議論



⽇本は3%だから、他国がやらないと意味がない。
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⽇本のNDCの議論

日本は現在第５位。

もし日本と同じレトリックをすべて

の日本よりも排出量の少ない国が

したら、世界は決して１．５度を達成

できない。



2023/10/12 エネ基の政策決定者へのエンゲージメント「市民団体による政策決定者への働きかけとは」
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日本のNDCの議論



CATによると2035年までに2013年⽐で81%が必要
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⽇本が⽬指すべき野⼼

1.5度整合

⼟地利⽤、⼟地利⽤
変化及び林業部⾨込

⼟地利⽤、⼟地利⽤
変化及び林業部⾨除

世界全体でIPCCが⽬指さないといけないと
しているのが、2019年⽐で2035年までに世
界全体で60%削減。

当然世界全体でなので、最貧国から先進国
まで含めて。先進国は、それ以上の取り組
みを⾏うことが当然求められている。

気候アクショントラッカー（CAT)は主に欧州系
の著名研究機関が集まったコンソ ーシアム∕共

同プロジェクト

具体的には、Climate Analytics、Ecofys、NewClimate 
Institute、Potsdam Institute for Climate Impact 

Research が参加。

2013年⽐で81%



2035年までに最低でも70%を
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⽇本が⽬指すべき野⼼



直線？上凸？下凸？
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⽇本が⽬指すべき野⼼

出典：2050年ネットゼロに向けた我が国の基本的な考え⽅‧⽅向性（第6回合同会合、事務局資料 ）



決め⽅問題
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⽇本が⽬指すべき野⼼

審議会等の運営に関する指針（要旨）

● 委員構成：意⾒、学識経験等が公正かつ均衡の取れた構成であること
● 委員選任：府省出⾝者の任命は厳に抑制。特に審議会等の所管府省出⾝者は、必要な場合を除き選任 しない
● ⾼齢者：職責を⼗分果たしうるよう、原則として選任しない
● 兼職：⼀の者が就任できる委員総数は原則として最⾼ 3 、特段の事情がある場合でも 4 を 上限
● 任期：原則 2 年、再任を妨げないが、10 年を超えて継続任命しない
● ⼥性委員：府省編成時から約 10 年以内に 30 %に⾼めるよう努める







増えない再エネ
⽇本が⽬指すべき野⼼



ご清聴
ありがとう
ございました .


